
所管部
新規
拡充 事業名 概要 予算額（千円）

拡 区市町村介護人材対策事業費補助金
都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材対策の取組を支援
（令和3年度より「地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業」等、新たなメ
ニューを創設）

310,000

拡 外国人介護従事者受入れ環境整備事業
外国人介護従事者を受け入れる介護施設等に対する支援
①外国人介護従事者受入れセミナー　②外国人介護従事者指導担当職員向け研修
③介護施設等による留学生等受入れ支援事業

42,677

新 介護現場におけるハラスメント対策事業
介護現場におけるハラスメント対策の普及啓発
① 事業者向けハラスメント対策説明会実施　②リーフレット作成　③ 法律相談窓口の設置
④ 介護職員向けハラスメント相談窓口の設置　⑤重要事項説明書の記載例公開

17,632

新 介護現場改革促進事業
介護ニーズの増加が見込まれる中、質の高い介護サービスを提供できるよう、デジタル機器及び次
世代介護機器の導入並びに、キャリアパスの導入等の人材育成の仕組みづくり等を支援することで、
生産性向上に取り組む事業者を支援

995,223

新 介護事業者の地域連携推進事業
小規模介護事業者が安定的な事業運営を行い、介護サービスを継続的に提供できるよう、「地域の
中核となる事業者」を中心とした連携体制構築に取り組む区市町村を支援

30,000

新 介護職員の宿舎施設整備支援事業
介護人材の確保・定着を図るとともに、施設による防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠
点として、災害時の迅速な対応を推進するため、介護職員宿舎の整備を支援

15,866

拡 グループホーム従事者人材育成支援事業
グループホームのサービスの質の向上を図るため、従事者に対し、利用者への支援を行う際に必要
となる知識を習得するための研修を実施

30,902

新 障害者支援施設等支援力育成派遣事業
高齢・重度化した利用者及び強度行動障害のある利用者への対応を行っている障害者支援施設等
へ専門職等を派遣し、利用者に対するリハビリ及び機能訓練の個別メニュー作成支援並びに、技術
指導等をすることにより、訪問先の対象施設職員の支援力を強化

12,761

新
デジタル技術を活用した障害福祉サービス
事業所等支援事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や、障害福祉分野における生産性向上に向けた取組を
促進するため、障害福祉サービス事業所等におけるデジタル技術の導入を支援

26,218

拡 介護福祉士修学資金等の貸付事業
福祉・介護分野への就労を促進するため、介護福祉士養成施設、社会福祉士養成施設、実務者研修
施設又は福祉系高校に在学する者等に対して修学資金の貸し付けを実施（都内で所定の期間、介護
業務等に従事すると、返還免除）

―

新 介護・障害福祉分野就職支援金貸付事業
他業種で働いていた者で、一定の研修等を修了した者に対して、介護分野や障害福祉分野に介護職
員として従事する場合に就職支援金の貸し付けを実施

―

令和３年度 福祉人材対策新規事業等一覧
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所管部
新規
拡充 事業名 概要 予算額（千円）

少子社会対策部 拡

保育人材確保事業（一部拡充）

①保育士就職支援研修・就職相談会【拡
充】
②保育士就職支援セミナー・職場体験実習
③保育人材コーディネーターの配置による
就職支援等
④保育事業者向け経営管理研修（事業者
セミナー）
⑤次世代の保育人材確保（高校生向け保
育の仕事体験）【拡充】
⑥東京労働局との新たな連携施策
⑦保育のおしごと応援フェスタ
⑧保育士養成施設への入学者確保に向け
た取組
⑨潜在保育士向けガイドブックの配布・普
及

①保育士OBなどの保育士有資格者等を発掘するため、保育現場の最新情報に関する研修、就職相
談、求人求職情報等の情報提供を一体的・効果的に行う保育士就職支援研修を実施【拡充】

②保育所勤務未経験者やブランクの長い保育士有資格者等を対象に、就職に必要な知識を習得す
るための講座（就職支援セミナー（座学））を開講するとともに、受講者ニーズに応じた日数選択制の
職場体験実習（認可・認証保育所等）を実施

③求人情報の把握、求職者のニーズにあった就職先の提案等のコーディネートを行い、保育現場へ
の就職から職場定着までを支援する。また、現役保育士や保育所、保育士資格取得予定者等から相
談対応を行うなど、保育人材・保育所に対する支援を実施

④潜在保育士雇用にあたっての施設側の留意点や改善点、現役保育士を育成・定着させるためのノ
ウハウ等、保育事業者向けの経営管理研修を実施

⑤保育士を目指す、又は、保育の仕事に興味を持っている都内の高校生を対象とした保育施設での
職場体験を実施【拡充】

⑥ハローワーク求職者の同意に基づき、求職者情報の共有を図り、都の研修や就職相談会等につい
て情報発信

⑦保育の仕事に興味・関心を持つ者を対象に、保育の仕事の魅力を発信するため、トークショーやパ
ネルディスカッション、保育実技セミナーなどに加え、都内保育事業者との就職相談会を実施

⑧都内の高校生を対象に、保育の仕事の魅力発信に加え、保育士養成施設の学校説明会等を一体
的に行うイベントを開催

⑨潜在保育士が抱えている不安を取り除き、再び保育士として働くことを具体的にイメージしてもらう
ことを目的としたガイドブックの配布・普及を行い、潜在保育士の再就業を促進

133,798
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令和３年度東京都における介護人材対策の取組について事業体系図（概要）

育成 定着

育成・定着含

■現任介護職員資格取得支援事業

資質の向上

■代替職員の確保による現任介護職員等
の研修支援事業

■介護職員スキルアップ研修事業

■介護職員等によるたんの吸引等のため
の研修事業

職場環境の改善

■介護保険施設等におけるデジタル環境整
備促進事業

確保

■介護人材確保対策事業

■介護職員奨学金返済・育成支援事業

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

～新卒者等若者向け～

職場体験 資格取得支援 就業促進事業

育成・定着含

拡 :拡充 新 :新規

■喀痰吸引等登録研修機関開設準備経費
支援事業■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業

東京都のホームページ

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/jinzai.html

お問い合わせ

東京都 福祉保健局 高齢社会対策部
介護保険課 介護人材担当 03ʷ5320ʷ4267 （下記以外の事業）
介護保険課 介護事業者担当 03ʷ5320ʷ4274 （介護現場におけるハラスメント対策事業）
施設支援課 施設整備推進担当 03ʷ5320ʷ4265 （介護保険施設等におけるデジタル環境整備促進事業）

定着含

多様な人材の参入促進

住宅費の負担軽減

東京都の介護人材関連事業の各事業の内容や、補助金の募集等の
最新情報を随時ご案内しております。

■東京都介護職員キャリアパス導入促進事業

キャリアパス
導入促進事業

専門人材育成・
定着促進助成

■介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業
確保含

育成含

区市町村の取組支援

■東京都区市町村介護人材対策事業 拡

外国人材の受入れ環境整備■外国人介護従事者受入れ環境整備事業
外国人介護従事者
受入れセミナー

外国人介護従事者指
導担当職員向け研修

介護施設等による留学
生等受入れ支援事業

■経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業
■外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業

2040年を見据えた施策

Ⅰ 働きやすい職場環境の醸成

■介護職員の宿舎施設整備支援事業

■介護現場におけるハラスメント対策事業

Ⅱ 介護現場のマネジメント改革

■介護現場改革促進事業

Ⅰ働きやすい職場環境の醸成含

Ⅲ 地域の特色を踏まえた支援の拡充

■介護事業者の地域連携推進事業新 新
新

新 ■東京都区市町村介護人材対策事業 拡

(再掲）

■高齢包括補助事業 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業、外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業

東京都福祉保健局



多様な人材の参入促進

■ 介護人材確保対策事業

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

介護現場の体験者に対して、資格取得から就労まで一貫して支援

～新卒者等若者向け～

■ 介護職員奨学金返済・育成支援事業
奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組む事業者を支援

①職場体験 介護業務の体験を希望する方に対して、職場体験を最⾧３日間実施

②資格取得支援 職場体験を修了した方を対象に、介護職員初任者研修等の資格取得支援を実施

③就業促進事業 未就労者に対して、介護施設等での就労及び介護の資格取得を支援

令和３年度 介護人材対策の取組について

■ 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
事業者（＊）が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助
＊：福祉避難所の指定等を受け、地域の災害福祉拠点の機能を有していること

住宅費の負担軽減



資質の向上

■現任介護職員資格取得支援事業
現任職員の介護福祉士国家資格取得にかかる経費を事業者に補助

■代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業
現任職員が研修に参加する場合に、代替職員を派遣

■介護職員スキルアップ研修事業
医学的知識や高齢者特有の身体的特徴等に関する研修

■介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業
たんの吸引等の医療的ケアを行うための研修

■喀痰吸引等登録研修機関開設準備経費支援事業
登録研修機関開設のための初度経費の補助

令和３年度 介護人材対策の取組について



職場環境の改善

■ 介護保険施設等におけるデジタル環境整備促進事業
定員30人以上の特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症グループホームにおけるデジタル環境
整備や見守り支援機器等の導入経費の一部を補助

令和３年度 介護人材対策の取組について

区市町村への取組支援

■ 東京都区市町村介護人材対策事業
区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材対策への支援
①地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業
②若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業
③多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

■ 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 高齢包括補助
事業者（＊）が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助
＊：福祉避難所の指定等を受け、地域の災害福祉拠点の機能を有していること。対象事業所：地域密着型サービス事業所

拡

■ 東京都介護職員キャリアパス導入促進事業 令和７年度までの実施

新たな追加メニュー

「介護キャリア段位制度」を活用し、職責に応じた処遇を実現するキャリアパスの導入に取り組む事業者を支援

①キャリアパス導入促進事業 レベル認定者に対する手当支給等に要する経費を補助

②専門人材育成・定着促進助成 キャリアパス導入後、離職率が改善等した場合に、一定額を補助

■ 介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業
介護職員処遇改善加算等の取得に係る助言・指導等を行い、加算の新規取得や、より上位区分の加算取得
等を支援

■ 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業 高齢包括補助
区市町村が日本語教育団体、介護施設運営法人等に委託し、介護施設で就労中又は就労する意欲のある
外国人等に対し、介護に必要な語学力の習得を目的とした日本語研修を実施する事業費を補助



外国人材の受入れ環境整備

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業
外国人介護従事者が円滑に就労・定着できるように、介護施設等への支援

①外国人介護従事者受入れ
セミナー

介護事業者の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミナー
及び専門家による相談会を実施

②外国人介護従事者指導担
当職員向け研修

外国人介護従事者の指導担当職員に対し、指導のポイント等についての研修を実施し、指導体制の
充実を支援

③介護施設等による留学生
等受入れ支援事業

・介護施設等（※）が留学生に対して学費等を支給する場合、当該費用の一部を補助
※：日本語学校及び介護福祉士養成施設に通う留学生を雇用する介護施設等

・外国人介護人材受入れ施設等に対して、日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の
相互間の円滑なコミュニケーションを支援するため、多言語翻訳機の導入経費や異文化理解に関
する研修の経費など環境整備に要する経費の一部を補助

■ 経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業
介護福祉士国家資格取得に必要な知識及び技術の習得に要する研修が円滑に実施されるよう、介護保険施設等
を支援

■ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業
技能実習に必要な日本語教育及び技術の習得が円滑に実施されるよう介護保険施設等を支援

令和３年度 介護人材対策の取組について



Ⅰ 働きやすい職場環境の醸成

■ 介護職員の宿舎施設整備支援事業
介護職員宿舎の整備を支援することにより、介護人材の確保・定着を図るとともに、施設による防災の取
組を計画的に進め、地域の災害拠点として、災害時の迅速な対応を推進

令和３年度 介護人材対策の取組について2040年を見据えた施策

新

■ 介護現場におけるハラスメント対策事業
利用者やその家族からのハラスメント対策の普及・啓発に加え、介護現場におけるハラスメント相談窓口
の設置等により、介護職員の働きやすい職場環境づくりを支援

Ⅱ 介護現場のマネジメント改革

新

■ 介護現場改革促進事業
〇介護ニーズの増加が見込まれる中、質の高い介護サービスを提供できるよう、デジタル機器及び次世代
介護機器の導入並びに、キャリアパスの導入等の人材育成の仕組みづくり等を支援することで、生産性
向上に取り組む事業者を支援

〇介護職員が安心して働き続けられる等、介護事業者が働きやすい職場環境づくりに取り組めるよう、セ
ミナーを実施

新

Ⅲ 地域の特色を踏まえた支援の拡充

■ 介護事業者の地域連携推進事業
小規模介護事業者が安定的な事業運営を行い、介護サービスを継続的に提供できるよう、地域の中核とな
る介護事業者を中心とした連携体制を構築するための試行的取組を行う区市町村を支援

新


